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安 心 し て 暮 ら せ る 豊 か な 社 会 づ く り に 貢 献 す る

５０年までに使用電力１００％を再エネ化

森林を取得し、 CO₂ 削減や水資源確保に貢献

脱炭素社会の実現  JESCOグループの取り組み
太陽光発電設備事業を経営の 3 本柱のひとつに

フォーカス



マネジメントメッセージ

　株主の皆様には日頃のJESCOグループへのご支援、ご協力に感謝申し上げます。
　新型コロナウイルス感染症により、亡くなられた方々に哀悼の意を捧げるとともに、罹患された方々
に心よりお見舞い申し上げます。
　2022年8月期はJESCOグループにとって、2022年9月からスタートする新中期経営計画に向け、
基盤を固める1年となります。
　そこで、「海外事業」、「太陽光発電設備事業」、「移動体通信事業・防災減災事業」を経営の3本柱に
掲げ、グループの経営基盤強化に努めてまいります。
　海外事業（国際空港、太陽光発電、防災無線）では現在工事に着手しているスリランカのバンダラナ
イケ国際空港など国際空港関連設備や太陽光発電、防災関連などの電気通信工事に注力します。
さらに、PEICO社との連携を強化し、ベトナム首都ハノイでの事業拡大に努めてまいります。
　国内では再生可能エネルギーの中核として期待されている太陽光発電設備事業を強化します。当社
は２００８年に太陽光発電設備工事に参入して以来、技術、ノウハウを蓄積し、企画から提案、設計、
施工、メンテナンスまでをワンストップで提供できる体制を構築してきました。
　積みあげてきた経験を基に、今年度は５０ＭＷの大型太陽光発電設備をはじめ、２０カ所の工事を予定
しています。さらに、全国に点在する協力会社をネットワーク化し、太陽光発電設備事業の全国展開を
目指します。
　自動運転や遠隔医療、ＩｏＴの普及には、５Ｇの環境づくりが欠かせません。通信各社は５G等の基盤整備
に力を入れており、今後関連する通信インフラ工事のニーズはますます高まることが予想されます。また、
大幅な気候変動などによる激甚災害防止に向けて防災減災設備工事の増加も見込まれております。
　これらの事業を着実に進め、中長期的な成長を目指してまいりますので、株主の皆様には今後と
も変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

新たな経営の３本柱で、国内外の基盤強化に努めてまいります

代表取締役会長 兼 CEO

柗本 俊洋
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中期経営計画
2019年10月公表の3カ年中期経営計画における2年目の2021年8月期（第52期）は、営業利益が5.6億円となり、
最終年度の計画値5億円を前倒しで達成できました。コロナ禍ではありますが、第53期は更なる成長を目指し、
連結売上高110億円（前年同期比18.7%増）、営業利益7.7億円（前年同期比37.4%増）を計画といたしました。
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代表取締役社長 執行役員社長

古手川 太一

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　２０２１年８月期の業績は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けたものの、国内では太陽
光発電設備工事や移動体通信工事の受注拡大、海外では大型案件であるスリランカのバンダラナイ
ケ国際空港電気設備工事の受注などにより、増収増益となりました。配当は増配2円を含め14円と
させていただきました。
　２０２２年８月期は、現中期経営計画の最終年として、売上高が前年同期比18.7％増の110億円、
営業利益が前年同期比37.4％増の7.7億円を目指し、全社一丸となって取り組んでまいります。配
当につきましては、15円を予定しております。
　目標達成に向け、自らが先頭に立ち、DX（デジタルトランスフォーメーション）の活用を一層進め、
業務改革を図っていきます。リアルタイムで現場の状況を共有できるスマートグラスを導入し、現地
調査や検査、品質チェックなど、施工管理の効率化を図ります。さらに、現場の報告や、協力会社
への指示内容等の日々の事務作業をWeb化するなど働き方改革を推進してまいります。
　新型コロナウイルス感染が続く厳しい経済環境の中で、事業をさらに強化するには、ただモノを
つくる（施工する）だけでなく、サービスの提供にも注力し、事業の付加価値を高めて行く必要があり
ます。お客様、協力会社様とのネットワークを全国規模に拡大し、施工に加え、提案、設計、調達、
メンテナンスを含めた建設プロセスのトータルサービスを提供できる体制を構築していきます。その
ために、いつでも、どこでも受講できるWebを活用したJESCOアカデミーにより、技術者のスキル
アップと高度技術人材の育成を進めていきます。
　JESCOグループでは、国内外でDXの導入や全国的なネットワークの構築を通して、持続的成長
の実現を目指してまいりますので、株主の皆様におかれましては、今後も一層のご支援を賜りますよ
う心からお願い申し上げます。

DX活用とJESCOアカデミーの推進により
事業の付加価値を高めてまいります



事業概況

国内ＥＰＣ事業が太陽光発電設備工事、移動体通信工事等の増加により増益に貢献
＊EPC（設計・調達・建設）

　国内EPC事業において、一部で新型コロ
ナウイルス感染症の影響を受けたものの、
太陽光発電設備工事の完工量及び元請受注
が増加・拡大しました。加えて5Ｇ等の環境
整備に向けた移動体通信システム関連工事
量が増加するとともに、渡良瀬川流域等の防
災無線工事等が順調に推移し、増収増益とな
りました。

　アセアンEPC事業においても、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を大きく受けました
が、テレワークの実施による設計積算部門の
安定的な事業継続及びフエ省防災無線ODA
プロジェクト工事等が売上に貢献しました。
一方で、前年度から続くホーチミン市におけ
る大型集合住宅の投資抑制等により減収とな
りました。利益に関しましては経営の効率化
及び人員適正配置に努めた結果、当事業全体
としては減収増益となりました。

　不動産管理事業に
おいては、当連結会
計 年 度 に 取 得した
JESCO新 宿 御 苑 ビ
ルの賃貸管理収入に
より収益が好転した
ものの、経年劣化に
伴うJESCO新中野ビ
ルの大規模修繕工事
により、増収減益と
なりました。

国内EPC事業 アセアンEPC事業 不動産管理事業

スリランカの国際空港の
電気設備工事を受注

ベトナム フエ省で
防災関連設備工事を完工

ハノイの電気工事会社と提携し
ベトナム北部で事業拡大

　スリランカのバンダラナイケ国際空港ターミナ
ルビル増設の電気工事を35億３,７００万円で受注
しました。海外の受注案件としては、過去最高
の受注額となりました。
　首都ハノイのノイバイ国際空港新築工事の実
績など、長年にわたるベトナムでの国際空港の
設計、施工監理、施工の技術力が評価され、今
回の受注につながったものです。
　ベトナム以外での初めての大型受注で、当社
にとって今後のアジアでの事業拡大が期待でき
る案件となりました。

　当社がベトナム・フエ省で進めていた防災関
連工事が完工しました。ベトナム政府が日本の
ODAを活用して開発を進めていたフォン川流
域の洪水被害を軽減するためのプロジェクトで、
ダム局、水位観測局、CCTV局などの建設工事、
機器の据え付けなどの工事を担当しました。
　JESCOグループがベトナムで防災関連工事
を受注するのは、今回が初めてです。
　ベトナムでは、豪雨発生時のダムの効果的な
運用と的確な河川管理が重要課題となっており、
これを機にベトナムで防災関連工事の受注に積
極的に取り
組んでまい
ります。

　ベトナム・ハノイ市の電気設備工事会社
PEICO社と業務提携しました。PEICO社は、
ハノイ市投資計画局が設立した電気設備、土木
などの工事会社で、ハノイ市を中心に日系大手
ゼネコンや日系企業からの工事を受注するなど、
ベトナム北部で多くの実績を残しています。
　一方、JESCOグループはベトナム南部のホー
チミン市を中心に、空港、防災無線、高層コン
ドミニアムなどの電気工事で実績を上げており、
北部を地盤とするPEICO社との提携によりベト
ナムでのさらなる事業拡大が見込めます。

売上高 7,454百万円
（前年同期比6.1%増）

売上高 201百万円
（前年同期比40.7%増）

売上高 1,612百万円
（前年同期比11.7%減）

セグメント利益 573百万円
（前年同期比66.5%増）

セグメント損失 14百万円
（前年同期は利益79百万円）

セグメント利益 28百万円
（前年同期は損失85百万円）

海外トピックス



JESCOグループは脱炭素社会の実現を重大かつ最優先課題と位置づけ
CO₂削減にグループをあげて取り組んでまいります

フォーカス

脱炭素社会の実現  JESCOグループの取り組み

　当社はサステナビリティの一環として、環境保全活動にも積極的に取り組んで
います。その一環として、和歌山県那智勝浦の滝近くにスギ、ヒノキなど5万本が
植えられた16.7haの保安林を保有しており、森林保全と那智勝浦の滝の水源確保
に努めております。
　静岡県川奈のゲストハウスにも1haの山林を保有しており、全体で年間330ト
ン（当社推定）のCO₂を吸収しています。さらに、奈良県吉野に4.6haの森林を取
得予定です。
　当社では森林の保全を通し、今後もCO₂の削減や水資源の確保など環境保全に
積極的に取り組んでまいります。

森林を取得し、CO₂削減や水資源確保に貢献

　当社は「再エネ100宣言　RE Action」に参加し、会社の使用電力100％を再生
可能エネルギーに転換することを対外的に公表しました。
　RE Actionへの参加を機に、2050年までにJESCOグループの年間使用電力48
万kWhのすべてを再生可能エネルギーで賄うことを目指します。
　目標達成のため、群馬県渋川市のSUGAYA本社ビル屋上に太陽光発電パネルを
設置するとともに、関連会社やゲストハウス、協力会社、社員宅などでの太陽光
発電パネルの設置を目指すなど、積極的にCO₂の削減に努めてまいります。

５０年までに使用電力１００％を再エネ化

　JESCOグループは、2008年に太陽光発電設備の工事に参入して以来、施工技
術やノウハウを蓄積し、提案から設計、施工、メンテナンスまでを一貫して対応
できる体制を整えてまいりました。
　これまで、202件、262MWの太陽光発電設備工事の実績があります。グルー
プの太陽光発電設備工事への取り組みは、「脱炭素 実現支える新興勢」として、日本
経済新聞の「NEXT1000」でも紹介され、施工会社として高い評価を受けました。
　当社では太陽光発電設備事業を経営の柱のひとつに位置づけ、これまでご協力
いただいた全国の協力会社をネットワーク化し、全国展開を目指します。

太陽光発電設備事業を経営の3本柱のひとつに



商 号

設 立

所 在 地 

資 本 金

従 業 員 数

上 場 証 券 取 引 所

JESCOホールディングス株式会社

1970年8月

東京都新宿区新宿2丁目1-9 
JESCO新宿御苑ビル　8階（2021年9月6日現在）

9億88百万円

574名（連結）

東京証券取引所（市場第二部）

会社概要 株式の状況

企業・株式情報 （2021年8月31日現在）

代表取締役会長兼CEO

取締役副会長

代表取締役社長 執行役員社長

取締役 執行役員専務

取締役 執行役員常務

社外取締役

社外取締役

常勤監査役

監査役

監査役

柗　本　俊　洋

唐　澤　光　子

古手川　太　一

中牟田　　　一

大　塚　和　彦

村　口　和　孝

グェン ティ ゴク ロアン

畑　中　達之助

鈴　木　正　明

佐　藤　精　一

役員 （2021年11月26日現在）

● 見通しに関する注意事項
本冊子には、業績見通し等の将来に関する記述が含まれておりますが、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

● 株式事務のご案内

事 業 年 度 毎年９月１日から翌年８月31日まで

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

１単元の株式数 100株

剰余金の配当の基準日 毎年８月31日、毎年２月末日

定 時 株 主 総 会 毎事業年度終了後３ヵ月以内

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
各種事務手続きに関する電話お問い合わせ先

0120-288-324

お問い合わせ先

公 告 掲 載 方 法 当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする事ができ
ない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法としております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。https://www.jesco.co.jp/ja/ir.html

株 主 名 所有株式数（株）持株比率（%）
柗本俊洋 894,400 13.46
京セラコミュニケーションシステム株式会社 400,000 6.02
日本コムシス株式会社 400,000 6.02
ヤマト電機株式会社 300,000 4.52
JESCO従業員持株会 299,045 4.50
唐澤光子 188,500 2.84
西武信用金庫 130,000 1.96
金田孟洋 128,000 1.93
JESCO取引先持株会 92,594 1.39
㓛刀幸寛 85,000 1.28

17,464,000株
6,650,000株

5,217名

発行可能株式総数
発 行 済 株 式 総 数
株 主 数
大 株 主（上位10名）

国内法人
 37名 1,176,861株 （17.71%）

個人・その他
5,112名  4,854,572株 （73.06％）
金融機関
 7名 341,700株 （5.14%）

外国法人等
 42名 82,568株 （1.24%）
証券会社等
 18名 188,814株 （2.84%）
＊自己株除く

所有者別分布状況


